
田原市社会福祉協議会補助金交付要綱

 （目的）

第１条 この要綱は、社会福祉活動を行う社会福祉法人田原市社会福祉協議会（以下「社

会福祉協議会」という。）に対し補助金を交付することにより、社会福祉協議会の運

営の円滑化に資し、地域福祉の推進に寄与することを目的に、社会福祉法人の助成に

関する条例（昭和５０年田原町条例第１１号）及び田原市補助金交付要綱に定めるも

ののほか、社会福祉協議会に対し補助金を交付することに関し必要な事項を定めるも

のとする。

 （補助対象事業及び経費）

第２条 補助金の交付の対象となる事業及び経費は、別表に定めるとおりとする。

２ 前項に定める事業以外に、新たに新規事業等を行う場合は、事業の内容、必要性等

を審査した上で決定するものとする。

 （補助金の額）

第３条 補助金の額は、前条第１項に定める経費に対し、市長が必要と認めた額を予算

の範囲内で交付する。

 （補助金の概算払の交付時期と交付割合）

第４条 補助金の概算払の交付時期と交付割合は、次の区分によるものとする。

(1) 第１回  ４月 補助金交付決定額の５０パーセント
(2) 第２回 １０月 補助金交付決定額の３０パーセント
(3) 第３回 事業終了後 補助金交付確定額の未交付額

２ 前項の交付割合により算出された額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額を交付するものとする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２３年１０月３日から施行し、平成２３年度予算に係る補助金か

ら適用する。

（要綱の失効）

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。

 附 則

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

 附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年３月３１日から施行する。

   附 則



 この要綱は、令和２年３月３１日から施行する。

   附 則

 この要綱は、令和５年３月３１日から施行する。



別表（第２条関係）

事 業 名 補 助 事 業 内 容 補 助 対 象 経 費 補助率

(1) 法人運営事業

社会福祉を目的とする事業の企画及び実

施、理事会、評議員会、監査会、福祉意

識の啓発、広報活動、会員募集、福祉の

つどい等福祉啓発事業、福祉車両運行サ

ービス、共同募金運動の推進、福祉資金

貸付事業の運営、法人全体の経理事務、

職員の人事、給与、福利厚生に関する事

務その他法人運営に係る経費に対する補

助

人件費、福利厚生費、旅費交通費、研修費、消耗品

費、印刷製本費、水道光熱費、通信運搬費、広報費、

業務委託費（委託費及び保守料）、手数料、損害保

険料、賃借料、諸会費、諸謝金、車両費（車検又は

修繕費及び燃料費）、事業開催費、修繕費、租税公

課、負担金及び退職積立預金積立金。ただし、社会

福祉協議会自主財源（寄付金及び繰入金を含む。）

で賄えるものを除く。

１０分の１０

(2) ボランティアセンター事業

ボランティア養成講座の開催、ボランテ

ィア活動保険の加入促進その他ボランテ

ィアセンターの運営に係る経費に対する

補助

人件費、福利厚生費、旅費交通費、研修費、消耗品

費、通信運搬費、損害保険料、諸会費、諸謝金、印

刷製本費、租税公課及び退職積立預金積立金。ただ

し、会費及び寄付金で賄えるものを除く。

限度額５００万円


